
八百津町の人事行政運営等の状況を公表します

町職員の任免・給与・服務等についてお知らせします。ここに示した数値は特に記載があるものを除きいずれも令和4年4月1日現在

のものです。また、給与額等は税や各種保険料を引く前の額ですので、いわゆる「手取り」額ではありません。

１．職員の任免及び職員数に関する状況

（１）任用・退職の状況（令和3年4月2日～令和4年4月1日）

新規採用 12人 再任用 2人 定年退職 2人 応募認定 1人 普通退職 7人 公務外死亡 0人

（２）級別職員数の状況

1級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 計

主事 課長補佐 課長

主事補 主任主査 主幹

37人 17人 42人 20人 28人 13人 1人 158人

23.4% 10.8% 26.6% 12.7% 17.7% 8.2% 0.6% 100.0%

（注）１ 職員数は、給与条例に基づく給料表の級区分によります。

       ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

       ３ 職員数は派遣職員等を含みます。

（３）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

対前年

令和3年 令和4年 増減数

議会 2人 2人

総務企画 48人 41人 △7人

税務 9人 9人

民生 40人 39人 △1人

衛生 10人 10人

農林水産 8人 8人

商工 5人 7人 2人

土木 8人 13人 5人

小計 130人 129人 △1人

教育 14人 18人 4人

小計 14人 18人 4人

水道 5人 5人

下水道 1人 1人

その他 7人 6人 △1人

小計 13人 12人 △1人

157人 159人 2人

２．職員の給与の状況

（１）人件費の状況（令和3年度普通会計決算）

人件費率

（Ｂ／Ａ）

19.0%

（注）人件費には特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

（２）職員給与費の状況（令和4年度普通会計予算）

職  員  数

Ａ

158人

（注）職員数には再任用職員を含みます。職員手当には、退職手当を含みません。

（３）職員の初任給の状況 （４）一般職の平均給料月額、給与月額及び平均年齢の状況

平均年齢

38歳1月

大学卒 １８２，２００　円 １９３，９００　円 （注）１ 平均年齢の小数点以下は、月数で表記しております。

高校卒 １５０，６００　円 １５８，９００　円 　　　２ 再任用職員（フルタイム）を含みます。

※卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合の採用後の年数をいいます。

区分

会
計
部
門

公
営
企
業
等

10,374人 384,400千円

八百津町 一般行政職

任　　　　　　　　　　用

                           Ａ

特別
行政部門

機構改革に伴う体制の変更による増

歳  出  額

1,333,179千円

期末・勤勉手当

機構改革に伴う体制の変更による増

Ｂ

人  件  費

平均給料月額

職員手当 計     Ｂ

17.4%

5,579千円881,442千円

（Ｂ／Ａ）

一人当たり給与費

2年度の人件費率

住民基本台帳人口

標準的な職務内容

広域連合派遣職員の任期終了による減

323,003円278,788円

166,524千円522,906千円

区　　　　分

主任

給    料

一
般
行
政
部
門

機構改革に伴う体制の変更による減

機構改革に伴う体制の変更による減

平均給与月額

（参考）実質収支

給          与          費

令和4年3月31日（年度末）

退　　　　　　　　　　　　　　職　　　　　　　　　　　　等

機構改革に伴う体制の変更による増

主な増減理由

課長主査 係長

       を含み、会計年度任用職員を除いています。再任用職員（フルタイム）を含みます。

合        計

職    員    数

構    成    比

職員数

（注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員など

決定初任給
採用2年経過日※

給      料      額

192,012千円

7,002,325千円



（５）職員手当の状況

区分 区分

配偶者 ６，５００　円 住居手当 限度額 ２８，０００　円

その他扶養 □子 １０，０００　円 支給期 期末手当 勤勉手当

□その他父母等 ６，５００　円 ６月 1.275月分 0.95月分

無配偶扶養 □子 廃止 １２月 1.275月分 0.95月分

□その他 廃止 合計 2.55月分 1.9月分

特定加算 満16歳の年度始めから満２２歳の年度末までの子 ５，０００　円

自動車使用（通勤距離に応じて支給） 限度額  ２６，０００　円

公共交通機関利用（運賃相当額） 限度額  ５５，０００　円

（６）特別職の報酬等の状況 ３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
区          分 勤務時間

休憩時間 12時00分から13時00分

町    長 ６月期 2.225月分 週休日 土曜日及び日曜日

副町長 １２月期 2.225月分 休日 国民の祝日及び年末年始の6日間

教育長 計 4.45月分 夏季特別休暇 7月から9月の間で3日間

議    長 ６月期 2.225月分 年次有給休暇 平均取得日数　9.4日（令和3年1月から12月）

副議長 １２月期 2.225月分 （注）町長部局の保育園・公営企業・派遣職員を除いた一般職員の場合です。

議    員 計 4.45月分

（注）期末手当の月数については令和3年12月現在です。

４．職員の休業の状況（令和3年度）

自己啓発等休業取得者

男性

女性

５．分限及び懲戒処分の状況（令和3年度） ６．服務の状況（令和3年度）

免職 0人

降格 0人

降給 0人

休職 0人

免職 0人

停職 0人

減給 1人

戒告 0人

７．福祉及び利益の保護の状況（令和3年度）
【共済制度】

認定件数 3件 　岐阜県市町村職員共済組合に加入し、職員の生活の安定と福祉の向上を

図っています。

８．研修及び勤務成績の評定の状況（令和3年度）

（１）研修の状況 （２）人事評価の評定の状況（評定の内容）
実施件数 参加人数 評定基準日

0件 0人 対象 一般職員（派遣を除く）全て

3件 140人 所属、役職ごとに評定者を区分

13件 14人 例）　係長級以下の場合

7件 7人 　　　 第一評定者　：　課長補佐　　　　第二評定者　：　課長

0件 0人 ＜能力＞ 専門知識、判断力、計画力、応対力、問題解決力、

23件 161人 政策立案力、折衝力、部下指導力、職場統制力、

企画開発力、交渉力、意思決定力

＜態度＞ 規律性、協調性、挑戦意欲、責任性、経営意識

＜業績＞ ○目標管理：組織目標、目標管理

○成　　　績：仕事の質・量、報連相、信頼性、迅速性、

　　　　　　　　 目標遂行、目標管理の遂行、議会対応

９．八百津町役場職員親交会の事業概要について

地方公務員法第４２条に基づき、職員の福利厚生事業の推進を図るため、八百津町役場職員親交会を設置しています。

運営については会員（職員）からの親交会費を原資として実施しています。

主な事業は以下のとおりです。

給　付　事　業・・・会員同士の相互扶助を行うため、慶弔や節目に対し、社会通念上の範囲内で祝金、見舞金等の給付を行っています。
　　（結婚給付金、見舞金、弔慰金、退会餞別金等）

福利厚生事業・・・会員同士の親睦と元気回復を目的とした事業を行っています。
　　（クラブ活動助成、レクリエーション助成等）

評定者　

評定基準

専門研修

 派遣研修

１ヶ月以上の研修

育児休業取得者

合計

115人

29人人間ドック

1週間38時間45分（1日7時間45分 8時30分～17時15分）

情報化研修

給料

2件

報酬

0件

職域別研修

懲戒処分

その他

一般定期健康診断

実務研修

公務災害の状況

毎年９月３０日・１月３１日

分限処分

５７０，０００　円

健康管理事業の実施状況

職務に専念する義務の免除の承認の状況

0人

0人

項目

0人

（令和4年4月1日現在）

２３０，０００　円

0件

配偶者同行休業取得者

0件

県職員への派遣

一部事務組合への派遣

６９５，０００　円

1件

（3年度支給割合）

給料月額等

営利企業等従事の許可の状況

0人

３００，０００　円

5人

0人

大学院修学休業取得者

５３０，０００　円

２２０，０００　円

0人0人

期末手当

（注）期末勤勉手当の月数については令和3年12月現在です。

扶養手当

内          　　　　　　　　　　　　容

通勤手当

内          　　　　　　　　　　　　容

職制上の段階、職務の級等による加算措置    有

期末勤勉
手当

4.45月分

2.225月分

2.225月分

計

賃貸住宅を借受け、一定以上の家賃を支払っている者


